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宇部市・山陽小野田市消防広域化の方式

（平成21年4月1日現在）

　全国803消防本部の現状は、単独消防491、組合消防312本部で、これらの本部に事務委託している市町

村は、130市町村である。

　また、組合消防のうち広域連合は20本部であるが、消防事務単独のものはなく、複数の事務を広域的に

処理している。

　このことから、宇部市・山陽小野田市消防広域化の方式は、処理事務が消防事務のみであることから、

「一部事務組合」及び「事務委託」の２方式について検討する。
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※参考

関　係　法 地方自治法第286条 地方自治法第252条の14 地方自治法第291条の2

団体の性格 特別地方公共団体 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 特別地方公共団体

設置目的

　事務処理の能率または便宜からみて合理的な行政を確

保するため、複数の地方公共団体が、その一部を共同して

処理するために設ける。

　地方公共団体の組織構成を簡素化し、経費削減を図りつ

つ、合理的な行政を確保する。



　多様化した行政需要に適切かつ効率的に対応するととも

に、国からの権限委譲の受入体制を整備する。



設置手続

　・事務内容の協議について、議会の議決

　・協議により規約の制定

　・県知事の許可

　・委託内容の協議について、議会の議決

　・協議により規約の制定

　・県知事への届出

　一部事務組合に同じ。

組　　織 　議会　－　管理者（執行機関） 　受託市の議会及び執行機関 　議会　－　長（執行機関）

議員等の選

出方法

　議会の議員及び管理者は、規約の定めるところにより、

選挙され又は選任される。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　議会の議員及び執行機関の選出については、直接選挙

又は間接選挙による。（充て職は不可）

執行管理 　組合として条例、規則などを定める。

　受託市の条例が委託市の条例、規則などとしての効力を

有する。

　広域連合として条例、規則また広域計画を定める。

経費負担 　両市による分担方法等を規約の中で定める。

　委託市が、受託市に委託費として負担。その経費の支弁

方法は、規約の中で定める。

　一部事務組合に同じ。

メリット

○両市が同じ立場で組合運営に参画できる。

○事務を共同処理することにより、

　・より高度な事務が処理できる。

　・事務の効率化が図れる。

　○事務権限の所在が明確になる。

　○意志決定に迅速性がある。

　一部事務組合に同じ。

デメリット

○構成団体が多いほど

　・意志決定の迅速性が欠けがちになる。

　・責任の所在が不明確になりやすい。

○組合を運営するための部署を必要とする。

○市議会や住民からチェックが行き届かないことが

    ある。

　○委託市の消防事務の処理権限がなくなる。

　○委託市において当事者意識が欠如しがちになる。

　○委託市の議会、住民からの消防事務に対する

    　チェックが行き届かないことがある。



　一部事務組合に同じ。

消 防 広 域 化 方 式 の 比 較
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消防責任

(組織法第6条）

各　 市 各　市 受　託　市 委　託　市

組合管理者

※市の消防責任と管理責任が異なって

しまうが、組合管理者及び副管理者に

両市の市長が就任することにより、管

理責任の主体となりえる。

※市の消防責任と管理責任が異なり、

管理が主体的に行なえない。

組合議会

※通常、各市の市議会議員

※各市の市会議員が、組合議員となる

ので、各市議会及び市民の意見が反映

される。

※組合で、議会担当部署が必要にな

る。

※市議会及び市民の意見が、消防の管

理に対し反映され難い。

職員の身分 各市の職員

組合の職員

※各市の職員を分限免職し、組合職員

として採用

受託市の職員

委託市の職員を分限免職し、受託

市の職員として採用

財　産 各　市

組合の財産

※所在市の財産とすることも可能

受託市の財産

※所在市の財産とすることも可能

委託市の財産

※受託市の財産とすることも可能

例　規 各　市

組合の例規

※新規に整備

受託市の例規

※現状と同一

組　合 受託市

※財務会計、人事給与システム等新規

に整備する必要がある。また、担当部

署が必要になる。

※現状の財務会計、人事給与システム

等を使用。また、新たな担当部署も必

要としない。

両市が負担割合を定め、負担

※初期投資は、事務委託方式より経費

を要する。

受託市の市長

各市議会 受託市の市議会

管

　

理

　

部

　

門

経　費 各　市

消防広域化方式の具体的比較

項　目

方　式

議　会

管理責任

（　　〃 第7条）

委託費を負担

各市長

各　市

事務委託

一部事務組合 現 　状



管理業務

・財務、人事給与、入

札契約事務等

受託市の消防費


[image: image4.emf]各　市 組　合 受　託　市

※各市とも消防救急無線のデジ

タル化に伴い、通信指令システ

ムの整備･更新が必要になる。

警防体制 各　市

各市の防災部局と組合消防本部

委託市の防災部局と

受託市の消防本部

※災害時: 各市の災害対策本部に参画

できるよう消防長等を各市職員として

併任しておく。

※平常時: 各市の防災部局と人事交流

等を行い連携体制を確立しておく。

※委託市を管轄する消防署の署長等の

市災害対策本部参画による連携体制を

確立しておく。

消防団との連携

各市の消防団と消防本部

※消防団事務を消防本部が実

施

各市の消防団と組合消防本部

※消防団事務は、各市で実施

　（消防団事務を組合消防で実施するこ

とも可能）

受託市の消防団と消防本部

※現状と同一

委託市の消防団と

受託市の消防本部

※委託市の消防団事務は、委託市で実

施

消

　

防

　

部

　

門

広域化後は、１本部・８署所体制 

通信指令体制

市防災部局との

連携

各市の防災部局と消防本部

受託市の防災部局と消防本部

※現状と同一

※広域化し、消防救急無線のデジタル化及び通信指令システム

を統合し整備･更新することにより経費の削減につながる。

　

【消防組織法】

　　（市町村の消防に関する責任）

　第６条　市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たすべき責任を有する。



　　（市町村の消防の管理）

　第７条　市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する。



　　（市町村の消防の広域化）

　第31条　市町村の消防の広域化（２以上の市町村が消防事務（消防団の事務を除く。以下この条において同じ。）を共同して処理することとすること

　　又は市町村に消防事務を委託することをいう。以下この章において同じ。）は、消防の体制の整備及び確立を図ることを旨として、行なわなければ

　　ならない。


